
個人情報の目的外利用・提供禁止原則の適用除外事項（条例第７条第１項第５号）として適当と

認めます。

事業の名称 個人の類型 個人情報の 提供する個人情報の 目的外に提供する理由

提供先 内容

「岐阜県児童生 問題行動事案 ・岐阜県警 氏名、学年、年齢、 児童生徒の犯罪被害が急増

徒健全育成サポ に関わる県立 察本部 学校名、事案の内容 し、また、少年犯罪・非行の多

ート制度」に関 学校の児童生 ・各警察署 等 発化や複雑化等の状況から、学

する事務 徒 校のみで事案を解決することが

困難になっている。

そのため、学校と警察が連携

○教育委員会 し、児童生徒の保護・指導に当

学校政策課 たり、児童生徒の安全確保と問

題行動の未然防止・再発防止、

○県立学校 犯罪被害の未然防止を図るとい

った公益上の必要性は極めて高

い。

警察と連携しながら児童生徒

の保護・指導を行うために、警

察に対して当該児童生徒の情報

を提供し、情報を共有する必要

がある。

また、事案の性質上、警察へ

の情報提供について児童生徒本

人の同意を得ることは困難であ

る。

なお、協定書により、学校は

警察への連絡の際に保護者との

連携に努めることとし、学校、

警察ともに収集した個人情報に

ついてその目的から逸脱した取

扱いを禁止するための措置を講

ずるものとする。

ただし、以下の事項について要請します。

１ 制度の導入に当たり、保護者及び児童生徒に対して制度の周知を図ること。

２ 警察に情報を提供するに当たっては事前に保護者の同意を得るように努め、同意が得られなか

った場合には保護者へ提供後に報告すること。

３ 警察に対して、提供した児童生徒の情報は原則として外部へ提供しないことを要求すること。

４ 学校から警察へ提供する児童生徒の問題行動の内容を、協定書において明確に規定すること。


